
 

 

－1－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問１ 

 ファイナンシャル・プランナー（以下「ＦＰ」という）は、ファイナンシャル・プランニング業務を

行ううえで関連業法等を順守することが重要である。ＦＰの行為に関する次の（ア）～（エ）の記述に

ついて、適切なものは○、不適切なものは×を選択しなさい。なお、記載のない資格の登録等について

は考慮しないものとする。 

 

（ア）生命保険募集人、保険仲立人または金融サービス仲介業の登録を受けていないＦＰが、生命保険

契約を検討している顧客のライフプランに基づき、有償で具体的な必要保障額を試算した。 

（イ）弁護士の登録を受けていないＦＰ（遺言者や公証人と利害関係はない成年者）が、顧客から依頼

されて公正証書遺言の証人となり、顧客から適正な報酬を受け取った。 

（ウ）投資助言・代理業の登録を受けていないＦＰが、顧客に対し有償で、特定企業の公表されている

決算報告書を用いて、具体的な株式の投資時期等の判断や助言を行った。 

（エ）税理士の登録を受けていないＦＰが、公民館主催の相談会に訪れた相談者に対し、無償で仮定の

事例に基づく相続税額を計算する手順の説明を行った。 

 

問２ 

 消費者契約法に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．消費者契約法では、個人および法人を保護の対象としている。 

２．消費者契約の取消権は、当該消費者契約の締結時から２年を経過したときは、時効により消滅する。 

３．消費者が、商品を買わずに事業者の店舗から帰りたいと言っても帰らせてもらえずに困惑して契約

を締結した場合、当該契約は取り消すことができない。 

４．事業者が消費者に重要事項について事実と異なることを告げ、消費者がそれを事実であると誤認し

て締結した契約は、取り消すことができる。 

 

  



 

 

－2－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問３ 

 長谷川さんは、保有しているＲＭ投資信託（追加型国内公募株式投資信託）の収益分配金を当年中に

受け取った。ＲＭ投資信託の運用状況が下記＜資料＞のとおりである場合、収益分配後の個別元本とし

て、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［長谷川さんが保有するＲＭ投資信託の収益分配金受取時の状況］ 

収益分配前の個別元本：１０,８００円 

収益分配前の基準価額：１１,４００円 

収益分配金：１,０００円 

収益分配後の基準価額：１０,４００円 

 

１．  ９,８００円 

２． １０,２００円 

３． １０,４００円 

４． １０,８００円 

 

問４ 

 下記＜資料＞の外貨定期預金について、満期時の外貨ベースの元利合計額を円転した金額を計算しな

さい。なお、計算結果（円転した金額）について円未満の端数が生じる場合は切り捨てること。また、

解答に当たっては、解答欄に記載されている単位に従うこと。 

 

＜資料＞ 
 

預入額：１０,０００豪ドル 

預入期間：１２ヵ月 

預金金利：２.５％（年率） 

為替レート（１豪ドル）： 

 ＴＴＳ ＴＴＭ（仲値） ＴＴＢ 

満期時 ９１.２０円 ８８.７０円 ８６.２０円 

 

注１：利息の計算に際しては、預入期間は日割りではなく月単位で計算すること。 

注２：利息に対しては、豪ドル建ての利息額の２０％相当額が所得税・住民税として源泉徴収され

るものとし、為替差益・為替差損に対する税金については考慮しないものとする。 

 

  



 

 

－3－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問５ 

 下記＜資料＞に基づく次の記述の空欄（ア）、（イ）にあてはまる数値を計算しなさい。なお、計算結

果については小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下第２位までの数値を解答すること。 

 

＜資料＞ 

株価 １,２７０円 

１株当たり当期純利益 ２４０円 

１株当たり純資産 １,１６０円 

１株当たり総資産 ６,４００円 

１株当たり年間配当金 １００円 
 

 

・ 配当利回りは、（ ア ）％である。 

・ ＰＥＲ（株価収益率）は、（ イ ）倍である。 

 

問６ 

 財形貯蓄制度に関する次の（ア）～（エ）の記述について、適切なものは○、不適切なものは×を選

択しなさい。なお、問題作成の都合上、一部を「＊＊＊」にしてある。 

 

 財形年金貯蓄 財形住宅貯蓄 

契約締結時の年齢要件 満（ ａ ）歳未満 満＊＊＊歳未満 

非課税の限度額 

［貯蓄型］ 

財形住宅貯蓄と合算して元利合計

＊＊＊万円まで 

 

［保険型］ 

払込保険料累計額（ ｃ ）万円

まで、かつ財形住宅貯蓄と合算し

て払込保険料累計額＊＊＊万円まで 

［貯蓄型］ 

財形年金貯蓄と合算して元利合計

（ ｂ ）万円まで 

 

［保険型］ 

財形年金貯蓄と合算して払込保険

料累計額＊＊＊万円まで 

目的外の払出時の 

原則的取扱い 

［貯蓄型］ 

過去＊＊＊年間に支払われた利息

について、さかのぼって所得税お

よび住民税が源泉徴収される 

 

［保険型］ 

積立開始時からの利息相当分すべ

てが一時所得扱いとなる 

［貯蓄型］ 

過去（ ｄ ）年間に支払われた

利息について、さかのぼって所得

税および住民税が源泉徴収される 

 

［保険型］ 

積立開始時からの利息相当分につ

いて、所得税および住民税が源泉

徴収される 

 

（ア）空欄（ａ）にあてはまる数値は、「６０」である。 

（イ）空欄（ｂ）にあてはまる数値は、「５５０」である。 

（ウ）空欄（ｃ）にあてはまる数値は、「３５０」である。 

（エ）空欄（ｄ）にあてはまる数値は、「５」である。  



 

 

－4－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問７ 

 さまざまな金融商品等の一般的な商品性に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．決済用預金は、「無利息」「要求払い」「決済サービスを提供できること」という３つの条件を満た

した預金であり、法人も個人も預け入れることができる。 

２．スーパー定期の預入れには期日指定方式と定型方式があるが、自動継続扱いにすることができるの

は定型方式に限られている。 

３．普通銀行などが取り扱う退職金専用定期預金は、支給された退職金の範囲内で預入れができるが、

退職金を受け取ってから預入れまでの期間は無制限である。 

４．信託銀行等が取り扱う遺言信託では、遺言書の内容を変更する場合には所定の手数料が必要となる。 

 

問８ 

 建築基準法に従い、下記＜資料＞の土地に耐火建築物を建てる場合、延べ面積（床面積の合計）の最

高限度を計算しなさい。なお、記載のない事項については一切考慮しないものとする。また、解答に当た

っては、解答欄に記載されている単位に従うこと。 

 

＜資料＞ 
 

 
 

 

  

（２４０ｍ2） 

・ 第一種住居地域 

・ 指定建蔽率   ６０％ 

・ 指定容積率  ３００％ 

・ 前面道路の幅員に対する 

法定乗数  ４／１０ 

幅員６ｍ市道 

２０ｍ 

１２ｍ 

幅員１０ｍ市道 



 

 

－5－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問９ 

 公的な土地評価に関する下表の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切

なものはどれか。 

 

価格の種類 公示価格 基準値標準価格 相続税路線価 

所管 国土交通省 都道府県 （ ア ） 

評価時点 毎年１月１日 毎年（ イ ） 毎年１月１日 

評価割合 － － 
公示価格の 

（ ウ ）程度 

目的 

・ 一般の土地取引の指標 

・ 公共事業用地の適正補

償額の算定基準 

・ 一般の土地取引の指標 

・ 国土利用計画法による

土地取引の適正かつ円

滑な実施 

・ 相続税や贈与税の課税

のため 

 

１．（ア）国税庁 （イ）４月１日 （ウ）７割 

２．（ア）国税庁 （イ）７月１日 （ウ）８割 

３．（ア）市町村 （イ）４月１日 （ウ）８割 

４．（ア）市町村 （イ）７月１日 （ウ）７割 

 

問１０ 

 借地借家法に基づく借家契約に関する次の（ア）～（エ）の記述について、適切なものは○、不適切

なものは×を選択しなさい。 

 

種類 普通借家契約 定期借家契約 

契約方法 （ ａ ） 公正証書等の書面による 

契約の更新 

賃貸人が、期間満了の１年前か

ら６ヵ月前までに更新拒絶の通

知をした場合、賃貸人に正当事

由が認められるときは、更新さ

れない 

（ ｂ ） 

契約期間 
１年未満の場合 （ ｃ ） 

（ ｄ ） 
１年以上の場合 制限なし 

 

（ア）空欄（ａ）にあてはまる語句は、「制限なし」である。 

（イ）空欄（ｂ）にあてはまる語句は、「期間満了により終了し、更新されない」である。 

（ウ）空欄（ｃ）にあてはまる語句は、「１年の契約期間とみなされる」である。 

（エ）空欄（ｄ）にあてはまる語句は、「制限なし」である。 

 

  



 

 

－6－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問１１ 

 下記＜資料＞は、田村さんが購入を検討している投資用マンションの概要である。この物件の表面利

回り（年利）と実質利回り（年利）の組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、記載のない事項

については一切考慮しないものとし、計算結果について端数が生じる場合は小数点以下第３位を四捨五

入すること。 

 

＜資料＞ 
 

購入費用総額：４,０００万円（消費税と仲介手数料等取得費用を含めた金額） 

想定される収入：賃料 月額２００,０００円 

想定される支出： 

管理費・修繕積立金 月額２０,０００円 

管理業務委託費   月額 ５,０００円 

 

火災保険料     年額２０,０００円 

固定資産税等税金  年額５０,０００円 

修繕費       年額４０,０００円 

 

１．表面利回り（年利）５.２５％  実質利回り（年利）４.９８％ 

２．表面利回り（年利）５.２５％  実質利回り（年利）５.２０％ 

３．表面利回り（年利）６.００％  実質利回り（年利）４.９８％ 

４．表面利回り（年利）６.００％  実質利回り（年利）５.２０％ 

 

問１２ 

 米田さんは販売価格６,５００万円（うち消費税３２０万円）のマンションを購入予定である。この

場合の販売価格のうち、土地（敷地の共有持分）の価格を計算しなさい。なお、消費税の税率は１０％と

し、計算結果については万円未満の端数が生じる場合は四捨五入すること。また、解答に当たっては、

解答欄に記載されている単位に従うこと。 

 

  



 

 

－7－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問１３ 

 片岡秀雄さんが保険契約者（保険料負担者）および被保険者として加入している下記＜資料＞の生命

保険の保障内容に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる数値を計算しなさい。なお、保険

金および給付金の支払事由が生じたときにおいて、特約を含む保険契約は有効に継続しているものとし、

秀雄さんはこれまでに＜資料＞の保険から、保険金・給付金を一度も受け取っていないものとする。ま

た、各々の記述はそれぞれ独立した問題であり、相互に影響を与えないものとする。 

 

＜資料１＞ 
 

無配当定期保険特約付終身保険 保険証券番号△△△－□□□□ 

保険契約者 片岡 秀雄 様 
 ◇契約日（保険期間の始期） 

２０××年×月×日 
 
◇主契約の保険期間 
終身 

 
◇主契約の保険料払込期間 
３０年間 

 
◇特約の保険期間 
１０年（８０歳まで自動更新） 

被保険者 
片岡 秀雄 様 

契約年齢 ３２歳 男性 

受取人 
[死亡保険金］ 

片岡 咲江 様（妻） 

 
◇ご契約内容 ◇お払い込みいただく合計保険料 

終身保険金額（主契約保険金額）  １００万円  
毎回 ××,×××円 

定期保険特約保険金額  ２,０００万円 

三大疾病保障定期保険特約保険金額  ５００万円 ［保険料払込方法］ 

月払い 災害割増特約保険金額  ３,０００万円 

災害入院特約 入院５日目から 日額 ５,０００円  

 
疾病入院特約 入院５日目から 日額 ５,０００円 

※約款所定の手術を受けた場合、手術の種類に応じて入院給付金日額の１０

倍・２０倍・４０倍の手術給付金を支払います。 

※入院給付金の１入院当たりの限度日数は１２０日、通算限度日数は１,０９５日です。 

※１８０日以内に同じ病気で再度入院した場合は１回の入院とみなします。 

 



 

 

－8－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

＜資料２＞ 
 

終身がん保険 保険証券番号△△△－□□□□ 

保険契約者 片岡 秀雄 様 
 

◇契約日（保険期間の始期） 

２０××年×月×日 
 
◇主契約の保険期間 

終身 
 
◇主契約の保険料払込期間 

終身 

被保険者 
片岡 秀雄 様 

契約年齢 ３２歳 男性 

受取人 

［給付金］ 

被保険者 様 

［死亡給付金］ 

片岡 咲江 様（妻） 

受取割合 

１０割 

 

◇ご契約内容 ◇お払い込みいただく合計保険料 

主契約 

［本人型］ 

がん入院給付金 １日目から 日額 １０,０００円 

がん通院給付金 日額  ５,０００円 

がん診断給付金 初めてがんと診断されたとき １００万円 

手術給付金 １回につき 手術の種類に応じてがん入院給付金

日額の１０倍・２０倍・４０倍 

死亡給付金 がん入院給付金日額の１００倍（が

ん以外の死亡の場合は、がん入院給

付金日額の１０倍） 

 
毎回 ×,×××円 

［保険料払込方法］ 

月払い 

 

 
 

・ 秀雄さんが現時点で、肺炎で８日間継続して入院し、退院してから５日後に同じ病気で再度２

日間継続して入院した場合（いずれも手術は受けていない）、保険会社から支払われる保険金・

給付金の合計は（ ア ）万円である。 

・ 秀雄さんが現時点で、初めてがん（悪性新生物）と診断され、治療のため２４日間継続して入

院し、その間に約款所定の手術（給付倍率４０倍）を１回受けた場合、保険会社から支払われ

る保険金・給付金の合計は（ イ ）万円である。 

・ 秀雄さんが現時点で、交通事故で死亡（入院・手術なし）した場合、保険会社から支払われる

保険金・給付金の合計は（ ウ ）万円である。 

 

※約款所定の手術は、＜資料１＞および＜資料２＞の保険ともに該当するものである。 

 

  



 

 

－9－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問１４ 

 小川修平さんと妻の美代さんが契約している下記＜資料＞の生命保険契約について、保険金等が支払

われた場合の課税に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

＜資料：生命保険契約の一覧＞ 

 
保険料 

払込方法 

保険契約者 

（保険料負担者） 
被保険者 

死亡保険金等 

受取人 

収入保障保険Ａ 月払い 修平さん 修平さん 美代さん 

終身保険Ｂ 年払い 修平さん 美代さん 修平さん 

がん保険Ｃ 月払い 美代さん 美代さん 美代さん 

※収入保障保険Ａにおける死亡保険金等受取人とは、被保険者の死亡時に年金形式で受け取ることがで

きる収入保障年金の受取人をいうものとする。 

 

１．収入保障保険Ａについて、美代さんが受け取る収入保障年金は、年金形式での受取りに代えて一時

金での受取りを選択した場合、相続税の課税対象となる。 

２．収入保障保険Ａについて、美代さんが受け取る収入保障年金は、修平さんの死亡時に年金受給権と

して相続税の課税対象となり、受け取る年金は２年目以降において非課税部分と課税部分に分かれ、

課税部分は所得税（雑所得）および住民税の課税対象となる。 

３．終身保険Ｂについて、修平さんが受け取る死亡保険金は、一時所得として所得税の課税対象となる。 

４．がん保険Ｃについて、美代さんが受け取るがん診断給付金は、一時所得として所得税の課税対象と

なる。 

 

問１５ 

 ＦＰの池本さんが行った生命保険の指定代理請求特約の説明に関する次の（ア）～（エ）の記述につ

いて、適切なものは○、不適切なものは×を選択しなさい。 

 

・ ｢入院給付金や特定疾病保険金、高度障害保険金、リビング・ニーズ特約による保険金の受取人

は本来、被保険者ですが、（ ａ ）、あらかじめ指定した者が指定代理請求人として被保険者

の代わりに保険金、給付金の請求を行うことができます。」 

・ ｢指定代理請求特約を付加するに当たって特約保険料（ ｂ ）です。また、指定代理請求人は、

保険期間の途中で（ ｃ ）。」 

・ ｢指定代理請求特約を付加し、所定の要件に該当した場合、（ ｄ ）の保険料払込免除につい

ても、指定代理請求人が代理請求することができます。」 
 

 

（ア）空欄（ａ）にあてはまる語句は、「保険契約者の希望に応じて」である。 

（イ）空欄（ｂ）にあてはまる語句は、「は不要」である。 

（ウ）空欄（ｃ）にあてはまる語句は、「変更はできません」である。 

（エ）空欄（ｄ）にあてはまる語句は、「保険契約者と被保険者が同一人のとき」である。 

  



 

 

－10－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問１６ 

 真野さん（４５歳）は、自身を記名被保険者として契約している自動車保険の下記＜資料＞の契約更

新案内について、ＦＰの遠藤さんにアドバイスを求めた。遠藤さんが行った次の説明のうち、最も不適

切なものはどれか。なお、記載のない事項については一切考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 

 更新プランＡ 更新プランＢ 更新プランＣ 

保険料（月払い） ××,×××円 ××,×××円 ××,×××円 

運転者年齢条件 ３５歳以上補償 ３５歳以上補償 年齢条件なし 

運転者限定の有無 本人・配偶者限定 限定なし 本人限定 

対人賠償保険 

（１名につき） 
無制限 無制限 無制限 

対物賠償保険 無制限 無制限 無制限 

人身傷害保険 

（１名につき） 
付帯なし ３,０００万円 ５,０００万円 

車両保険 

エコノミー型 

（車対車＋Ａ） 

保険金額１８０万円 

 

免責金額 

１回目の事故   ０円 

２回目の事故 １０万円 

エコノミー型 

（車対車＋Ａ） 

保険金額１８０万円 

 

免責金額 

１回目の事故   ０円 

２回目の事故 １０万円 

一般型 

 

保険金額１８０万円 

 

免責金額 

１回目の事故   ０円 

２回目の事故 １０万円 

その他特約 なし なし 
個人賠償責任特約 

１億円 

 

１．「真野さんの友人（３４歳）が被保険自動車を運転中に対人事故を起こした場合、更新プランＢで

は補償の対象となります。」 

２．「真野さんが被保険自動車を運転中に単独事故を起こしたことによる被保険自動車の損害は、いず

れのプランでも補償の対象となります。」 

３．「被保険自動車が台風で水没した場合の車両の損害は、いずれのプランでも補償の対象となります。」 

４．「真野さんが買い物に行くため自転車を運転中、他人と接触し、ケガをさせたことにより法律上の

損害賠償責任を負った場合、更新プランＣでは補償の対象となります。」 

 

  



 

 

－11－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問１７ 

 西川さんは地震保険の加入を検討している。下記＜資料＞に基づく西川さんの自宅に係る年間の地震

保険料を計算しなさい。なお、西川さんの自宅は埼玉県にあるロ構造の一戸建てで、火災保険の保険金

額は２,０００万円であり、地震保険の保険金額は、火災保険の保険金額に基づく契約可能な最大額と

する。また、地震保険料の割引制度は考慮せず、解答に当たっては、解答欄に記載された単位に従うこ

と。 

 

＜資料：年間保険料例（地震保険金額１００万円当たり、割引適用なしの場合)＞ 

建物の所在地（都道府県） 
建物の構造区分 

イ構造※ ロ構造※ 

北海道・青森県・岩手県・秋田県・山形県・栃木県・群馬県・ 

新潟県・富山県・石川県・福井県・長野県・岐阜県・滋賀県・ 

京都府・兵庫県・奈良県・鳥取県・島根県・岡山県・広島県・ 

山口県・福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・大分県・鹿児島県 

７３０円 １,１２０円 

宮城県・福島県・山梨県・愛知県・三重県・大阪府・ 

和歌山県・香川県・愛媛県・宮崎県・沖縄県 
１,１６０円 １,９５０円 

茨城県・徳島県・高知県 ２,３００円 

４,１１０円 埼玉県 ２,６５０円 

千葉県・東京都・神奈川県・静岡県 ２,７５０円 

※イ構造：主として鉄骨・コンクリート造の建物、ロ構造：主として木造の建物 

 

  



 

 

－12－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問１８ 

 桑田さん（６６歳）の当年分の収入等は以下のとおりである。桑田さんの当年分の所得税における総

所得金額を計算しなさい。なお、記載のない事項については一切考慮しないものとし、総所得金額が最

も少なくなるように計算すること。また、解答に当たっては、解答欄に記載されている単位に従うこと。 

 

＜収入等＞ 

内容 金額 

公的年金の老齢年金および企業年金 ３００万円 

生命保険の満期保険金（一時金） ６０万円 

※生命保険は養老保険（保険期間２０年、保険契約者および満期保険金受取人は桑田さん）の満期保険

金であり、既払込保険料（桑田さんが全額負担している）を控除した後の金額である。 

 

＜公的年金等控除額の速算表＞ 

納税者区分 公的年金等の収入金額（Ａ） 

公的年金等控除額 

公的年金等に係る雑所得以外の所得

に係る合計所得金額 

１,０００万円 以下 

６５歳未満の者 

 １３０万円 以下 ６０万円 

１３０万円 超 ４１０万円 以下 （Ａ）×２５％＋ ２７.５万円 

４１０万円 超 ７７０万円 以下 （Ａ）×１５％＋ ６８.５万円 

７７０万円 超 １,０００万円 以下 （Ａ）× ５％＋１４５.５万円 

１,０００万円 超  １９５.５万円 

６５歳以上の者 

 ３３０万円 以下 １１０万円 

３３０万円 超 ４１０万円 以下 （Ａ）×２５％＋ ２７.５万円 

４１０万円 超 ７７０万円 以下 （Ａ）×１５％＋ ６８.５万円 

７７０万円 超 １,０００万円 以下 （Ａ）× ５％＋１４５.５万円 

１,０００万円 超  １９５.５万円 

 

  



 

 

－13－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問１９ 

 会社員の松尾さんの退職に係るデータが下記＜資料＞のとおりである場合、松尾さんの退職一時金に

係る退職所得の金額として、正しいものはどれか。なお、松尾さんは勤務先の役員であったことはなく、

退職は障害者になったことに基因するものではない。また、記載のない事項については一切考慮しない

ものとする。 

 

＜資料＞ 

支給される退職一時金 ９００万円 

勤続期間 １５年２ヵ月 

 

１． １３０万円 

２． １９０万円 

３． ２６０万円 

４． ３００万円 

 

問２０ 

 会社員の湯川さんの当年分の所得等が下記＜資料＞のとおりである場合、湯川さんが当年分の所得税

の確定申告を行う際に、給与所得と損益通算により控除できる金額に関する次の記述のうち、最も適切

なものはどれか。なお、記載のない事項については一切考慮しないものとし、▲が付された所得金額は、

その所得に損失が生じていることを意味するものとする。 

 

＜資料＞ 

所得の種類 所得金額 備考 

給与所得 ４８０万円 勤務先からの給与で年末調整済みである。 

不動産所得 ▲２０万円 

必要経費２００万円 

必要経費の中には、土地の取得に要した借入金の利子の額４０

万円が含まれている。 

譲渡所得 ▲３０万円 上場株式の売却に係る損失である。 

雑所得 ▲５万円 副業の執筆活動に係る損失である。 

 

１．損益通算により控除できる金額はない。 

２．不動産所得▲２０万円が控除できる。 

３．不動産所得▲２０万円と雑所得▲５万円が控除できる。 

４．不動産所得▲２０万円と譲渡所得▲３０万円と雑所得▲５万円が控除できる。 

 

  



 

 

－14－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問２１ 

 個人事業主の大野さんが、当年中に購入し、事業の用に供している器具・備品の状況等は下記＜資

料＞のとおりである。下記＜資料＞に基づく大野さんの当年分の所得税における事業所得の金額の計算

上、必要経費に算入すべき減価償却費の金額を計算しなさい。なお、大野さんは個人事業を開業して以

来、器具・備品についての減価償却方法を選定したことはない。また、解答に当たっては、解答欄に記

載されている単位に従うこと。 

 

＜資料＞ 
 

［器具・備品の状況］ 

取得価額：２０万円 

法定耐用年数：４年 

当年中の事業の用に供した月数：３ヵ月 

 

［耐用年数表（抜粋）］ 

法定耐用年数 定額法の償却率 定率法の償却率 

４年 ０.２５０ ０.５００ 

 

 

問２２ 

 所得税に関する次の（ア）～（エ）の記述について、適切なものは○、不適切なものは×を選択しな

さい。 

 

（ア）地震保険料控除の金額は、最高４万円である。 

（イ）医療費控除は、納税者本人のために支払った医療費が対象となり、生計を一にする配偶者および

その他の親族のために支払った医療費は対象とならない。 

（ウ）基礎控除の金額は、納税者本人の合計所得金額にかかわらず４８万円である。 

（エ）ふるさと納税をしたことにより適用を受けることができる寄附金控除は、所得控除である。 

 

  



 

 

－15－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問２３ 

 下記＜相続人等関係図＞の場合において、民法の規定に基づく法定相続分および遺留分に関する次の

（ア）～（ウ）の記述について、適切なものは○、不適切なものは×を選択しなさい。 

 

＜相続人等関係図＞ 

 
 

［各自の法定相続分と遺留分］ 

・ 被相続人の配偶者の法定相続分は（ ａ ）である。 

・ 被相続人の姉の遺留分は（ ｂ ）である。 

・ 被相続人の父の遺留分は（ ｃ ）である。 

 

（ア）空欄（ａ）にあてはまる数値は、「３／４」である。 

（イ）空欄（ｂ）にあてはまる語句は、「ゼロ」である。 

（ウ）空欄（ｃ）にあてはまる数値は、「１／８」である。 

 

  

子 

姉 

母 父 

配偶者 被相続人 

（相続放棄） 



 

 

－16－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問２４ 

 下記の相続事例における相続税の課税価格の合計額を計算しなさい。なお、記載のない事項について

は一切考慮しないものとする。また、解答に当たっては、解答欄に記載されている単位に従うこと。 

 

＜課税価格の合計額を算出するための財産等の相続税評価額＞ 

土地：１,２００万円（小規模宅地等の特例適用後） 

建物：４００万円 

現預金：２,０００万円 

死亡保険金：２,０００万円（生命保険金等の非課税限度額控除前） 

債務および葬式費用：２００万円 

 

＜相続人等関係図＞ 

 

※｢小規模宅地等の特例」の適用対象となる要件はすべて満たしており、その適用を受けるものと

する。 

※死亡保険金はすべて被相続人の配偶者が受け取っている。 

※すべての相続人は、相続により財産を取得している。 

※相続開始前７年以内に被相続人からの贈与により財産を取得した相続人はおらず、相続時精算課

税制度を選択した相続人もいない。また、相続を放棄した者もいない。 

※債務および葬式費用は被相続人の配偶者がすべて負担している。 

 

 

 

  

 配偶者 
二女 

長女 
被相続人 



 

 

－17－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問２５ 

 二木さん（３６歳）が、当年中に贈与を受けた財産の価額と贈与者が以下のとおりである場合の二木

さんの当年分の贈与税額を計算しなさい。なお、記載のない事項については一切考慮しないものとする。

また、解答に当たっては、解答欄に記載されている単位に従うこと。 

 

・ 二木さんの父からの贈与：現金５００万円 

・ 二木さんの母からの贈与：現金 ３０万円 

 

 

＜贈与税の速算表＞ 

（イ）１８歳以上の者が直系尊属から贈与を受けた財産の場合（特例贈与財産、特例税率） 

基礎控除後の課税価格 税率 控除額 

 ２００万円 以下 １０％ － 

２００万円 超 ４００万円 以下 １５％  １０万円 

４００万円 超 ６００万円 以下 ２０％  ３０万円 

６００万円 超 １,０００万円 以下 ３０％  ９０万円 

１,０００万円 超 １,５００万円 以下 ４０％ １９０万円 

１,５００万円 超 ３,０００万円 以下 ４５％ ２６５万円 

３,０００万円 超 ４,５００万円 以下 ５０％ ４１５万円 

４,５００万円 超  ５５％ ６４０万円 

 

（ロ）上記（イ）以外の場合（一般贈与財産、一般税率） 

基礎控除後の課税価格 税率 控除額 

 ２００万円 以下 １０％ － 

２００万円 超 ３００万円 以下 １５％  １０万円 

３００万円 超 ４００万円 以下 ２０％  ２５万円 

４００万円 超 ６００万円 以下 ３０％  ６５万円 

６００万円 超 １,０００万円 以下 ４０％ １２５万円 

１,０００万円 超 １,５００万円 以下 ４５％ １７５万円 

１,５００万円 超 ３,０００万円 以下 ５０％ ２５０万円 

３,０００万円 超  ５５％ ４００万円 

 

  



 

 

－18－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問２６ 

 相続税における小規模宅地等の特例に関する下表の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる数値の組み合わ

せとして、最も適切なものはどれか。 

 

宅地等の区分 適用限度面積 減額割合 備考 

特定事業用宅地等 
４００ｍ2 

（ ウ ）％ 

（注） 

特定同族会社事業用宅地等 － 

特定居住用宅地等 （ ア ）ｍ2 － 

貸付事業用宅地等 （ イ ）ｍ2 ５０％ （注） 

（注）一定の要件に該当しない限り、相続開始前３年以内に 

新たに（貸付）事業の用に供された宅地等を除く。 

 

１．（ア）３００ （イ）２００ （ウ）７０ 

２．（ア）３００ （イ）２４０ （ウ）８０ 

３．（ア）３３０ （イ）２００ （ウ）８０ 

４．（ア）３３０ （イ）２４０ （ウ）７０ 

 

問２７ 

 相続に関する次の（ア）～（エ）の記述について、適切なものは○、不適切なものは×を選択しなさ

い。 

 

（ア）弁護士に支払った遺言執行費用は、相続財産から控除することができる。 

（イ）香典返戻費用は、葬式費用として相続財産から控除することはできない。 

（ウ）相続税の申告書は、相続人等がその相続の開始があったことを知った日の翌日から、原則として

１０ヵ月以内に提出しなければならない。 

（エ）相続放棄をする場合、相続人は、自己のために相続の開始があったことを知った時から、原則と

して６ヵ月以内に、家庭裁判所にその旨を申述しなければならない。 

 

  



 

 

－19－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問２８ 

 下記は、島田家のキャッシュフロー表（一部抜粋）である。このキャッシュフロー表の空欄（ア）に

あてはまる数値を計算しなさい。なお、計算に当たっては、キャッシュフロー表中に記載の整数を使用

すること。また、計算過程においては端数処理をせず計算し、計算結果については万円未満を四捨五入

すること。 

 

＜島田家のキャッシュフロー表＞ （単位：万円) 

経過年数 基準年 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 

家族・ 

年齢 

島田 正人 本人 ３８歳 ３９歳 ４０歳 ４１歳 ４２歳 

   京子 妻 ３５歳 ３６歳 ３７歳 ３８歳 ３９歳 

   春香 長女  ７歳  ８歳  ９歳 １０歳 １１歳 

   雄太 長男  ３歳  ４歳  ５歳  ６歳  ７歳 

ライフイベント 

 

春香 

小学校入学 
  

自動車 

買替え 

雄太 

小学校入学 

 

 

変動率 

収入 

給与収入（本人） １％ ４５０   （ ア ）  

給与収入（妻） １％ ３３０     

収入合計 － ７８０     

支出 

基本生活費 ２％ ２８０     

住宅関連費 － ２４０ ２４０ ２４０ ２４０ ２４０ 

教育費 － １００ １００ １１０ １２０ １４０ 

保険料 － １８ １８ １８ １８ １８ 

一時的支出 －    ２５０  

その他支出 － ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 

支出合計 － ６７４  ６９５   

年間収支  １０６  １０１   

金融資産残高 １％ ５０８ ６２１    

※年齢および金融資産残高は各年１２月３１日現在のものとする。 

※給与収入は可処分所得で記載している。 

※記載されている数値は正しいものとする。また、問題作成の都合上、一部を空欄としている。 

 

  



 

 

－20－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問２９ 

 下記は、中村家のキャッシュフロー表（一部抜粋）である。このキャッシュフロー表の空欄（ア）に

あてはまる数値を計算しなさい。なお、計算に当たっては、キャッシュフロー表中に記載の整数を使用

すること。また、計算過程においては端数処理をせず計算し、計算結果については万円未満を四捨五入

すること。 

 

＜中村家のキャッシュフロー表＞ （単位：万円) 

経過年数 基準年 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 

家族・ 

年齢 

中村 徹 本人 ３８歳 ３９歳 ４０歳 ４１歳 ４２歳 

   麻里 妻 ３５歳 ３６歳 ３７歳 ３８歳 ３９歳 

   仁美 長女  ７歳  ８歳  ９歳 １０歳 １１歳 

   健一 長男  ３歳  ４歳  ５歳  ６歳  ７歳 

ライフイベント 

 

仁美 

小学校入学 
  

自動車 

買替え 

健一 

小学校入学 

 

 

変動率 

収入 

給与収入（本人） １％ ４５０     

給与収入（妻） １％ ３３０     

収入合計 － ７８０     

支出 

基本生活費 ２％ ２８０     

住宅関連費 － ２４０ ２４０ ２４０ ２４０ ２４０ 

教育費 － １００ １００ １１０ １２０ １４０ 

保険料 － １８ １８ １８ １８ １８ 

一時的支出 －    ２５０  

その他支出 － ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 

支出合計 － ６７４     

年間収支  １０６  １０１   

金融資産残高 １％ ５０８ ６２１ （ ア ）   

※年齢および金融資産残高は各年１２月３１日現在のものとする。 

※給与収入は可処分所得で記載している。 

※記載されている数値は正しいものとする。また、問題作成の都合上、一部を空欄としている。 

 

 

  



 

 

－21－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問３０ 

 落合さんは、パソコンをクレジットカードのリボルビング払いにより、購入することを検討している。

下記＜資料＞に基づき、落合さんが４月にパソコンの購入代金２５万円の支払いにクレジットカードを

利用し、リボルビング払いにより返済した場合の下表の空欄（ア）、（イ）にあてはまる数値の組み合わ

せとして、正しいものはどれか。なお、利息の計算に当たっては月割り計算し、円未満の端数は切り捨

てること。 

 

＜資料＞ 
 

［返済条件］ 

利息：前月末の残高に対して年利１５％ 

毎月返済額：５万円（元利定額払い） 

 

［元利定額リボルビング払い返済表］ （単位：円) 

返済月 返済額 
 

月末残高 
利息 元金 

４月 － － － ２５０,０００ 

５月 ５０,０００   （ ア ） 

６月 ５０,０００ （ イ ）   

※問題作成の都合上、表の一部を空欄にしてある。 

 

１．（ア）２００,０００ （イ）２,５００ 

２．（ア）２００,０００ （イ）２,５３９ 

３．（ア）２０３,１２５ （イ）２,５００ 

４．（ア）２０３,１２５ （イ）２,５３９ 

 

  



 

 

－22－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問３１ 

 宇野さんは、住宅のリフォーム費用として９年後に４００万円を準備したいと考えている。９年間、

年利１.０％で複利運用する場合、現在いくらの資金があればよいか、下記の係数早見表を乗算で使用

し、計算しなさい。なお、税金は一切考慮しないものとし、解答に当たっては、解答欄に記載されてい

る単位に従うこと。 

 

＜係数早見表（年利率１.０％)＞ 

 終価係数 現価係数 減債基金係数 資本回収係数 年金終価係数 年金現価係数 

１年 １.０１０ ０.９９０ １.０００ １.０１０ １.０００ ０.９９０ 

２年 １.０２０ ０.９８０ ０.４９８ ０.５０８ ２.０１０ １.９７０ 

３年 １.０３０ ０.９７１ ０.３３０ ０.３４０ ３.０３０ ２.９４１ 

４年 １.０４１ ０.９６１ ０.２４６ ０.２５６ ４.０６０ ３.９０２ 

５年 １.０５１ ０.９５１ ０.１９６ ０.２０６ ５.１０１ ４.８５３ 

６年 １.０６２ ０.９４２ ０.１６３ ０.１７３ ６.１５２ ５.７９５ 

７年 １.０７２ ０.９３３ ０.１３９ ０.１４９ ７.２１４ ６.７２８ 

８年 １.０８３ ０.９２３ ０.１２１ ０.１３１ ８.２８６ ７.６５２ 

９年 １.０９４ ０.９１４ ０.１０７ ０.１１７ ９.３６９ ８.５６６ 

１０年 １.１０５ ０.９０５ ０.０９６ ０.１０６ １０.４６２ ９.４７１ 

１５年 １.１６１ ０.８６１ ０.０６２ ０.０７２ １６.０９７ １３.８６５ 

２０年 １.２２０ ０.８２０ ０.０４５ ０.０５５ ２２.０１９ １８.０４６ 

２５年 １.２８２ ０.７８０ ０.０３５ ０.０４５ ２８.２４３ ２２.０２３ 

３０年 １.３４８ ０.７４２ ０.０２９ ０.０３９ ３４.７８５ ２５.８０８ 

※記載されている数値は正しいものとする。 

 

  



 

 

－23－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問３２ 

 榎本さんは、老後の生活資金として毎年年末に２００万円を受け取りたいと考えている。受取期間を

２５年とし、年利１.０％で複利運用をした場合、受取り開始年の初めにいくらの資金があればよいか、

下記の係数早見表を乗算で使用し、計算しなさい。なお、税金は一切考慮しないものとし、解答に当た

っては、解答欄に記載されている単位に従うこと。 

 

＜係数早見表（年利率１.０％)＞ 

 終価係数 現価係数 減債基金係数 資本回収係数 年金終価係数 年金現価係数 

１年 １.０１０ ０.９９０ １.０００ １.０１０ １.０００ ０.９９０ 

２年 １.０２０ ０.９８０ ０.４９８ ０.５０８ ２.０１０ １.９７０ 

３年 １.０３０ ０.９７１ ０.３３０ ０.３４０ ３.０３０ ２.９４１ 

４年 １.０４１ ０.９６１ ０.２４６ ０.２５６ ４.０６０ ３.９０２ 

５年 １.０５１ ０.９５１ ０.１９６ ０.２０６ ５.１０１ ４.８５３ 

６年 １.０６２ ０.９４２ ０.１６３ ０.１７３ ６.１５２ ５.７９５ 

７年 １.０７２ ０.９３３ ０.１３９ ０.１４９ ７.２１４ ６.７２８ 

８年 １.０８３ ０.９２３ ０.１２１ ０.１３１ ８.２８６ ７.６５２ 

９年 １.０９４ ０.９１４ ０.１０７ ０.１１７ ９.３６９ ８.５６６ 

１０年 １.１０５ ０.９０５ ０.０９６ ０.１０６ １０.４６２ ９.４７１ 

１５年 １.１６１ ０.８６１ ０.０６２ ０.０７２ １６.０９７ １３.８６５ 

２０年 １.２２０ ０.８２０ ０.０４５ ０.０５５ ２２.０１９ １８.０４６ 

２５年 １.２８２ ０.７８０ ０.０３５ ０.０４５ ２８.２４３ ２２.０２３ 

３０年 １.３４８ ０.７４２ ０.０２９ ０.０３９ ３４.７８５ ２５.８０８ 

※記載されている数値は正しいものとする。 

 

  



 

 

－24－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問３３ 

 山本さんは、子の大学入学資金として１０年後に２００万円を用意しようと考えている。年利１.０

％で複利運用しながら毎年年末に一定額を積み立てる場合、毎年いくらずつ積み立てればよいか、下記

の係数早見表を乗算で使用し、計算しなさい。なお、税金は一切考慮しないものとし、解答に当たって

は、解答欄に記載されている単位に従うこと。 

 

＜係数早見表（年利率１.０％)＞ 

 終価係数 現価係数 減債基金係数 資本回収係数 年金終価係数 年金現価係数 

１年 １.０１０ ０.９９０ １.０００ １.０１０ １.０００ ０.９９０ 

２年 １.０２０ ０.９８０ ０.４９８ ０.５０８ ２.０１０ １.９７０ 

３年 １.０３０ ０.９７１ ０.３３０ ０.３４０ ３.０３０ ２.９４１ 

４年 １.０４１ ０.９６１ ０.２４６ ０.２５６ ４.０６０ ３.９０２ 

５年 １.０５１ ０.９５１ ０.１９６ ０.２０６ ５.１０１ ４.８５３ 

６年 １.０６２ ０.９４２ ０.１６３ ０.１７３ ６.１５２ ５.７９５ 

７年 １.０７２ ０.９３３ ０.１３９ ０.１４９ ７.２１４ ６.７２８ 

８年 １.０８３ ０.９２３ ０.１２１ ０.１３１ ８.２８６ ７.６５２ 

９年 １.０９４ ０.９１４ ０.１０７ ０.１１７ ９.３６９ ８.５６６ 

１０年 １.１０５ ０.９０５ ０.０９６ ０.１０６ １０.４６２ ９.４７１ 

１５年 １.１６１ ０.８６１ ０.０６２ ０.０７２ １６.０９７ １３.８６５ 

２０年 １.２２０ ０.８２０ ０.０４５ ０.０５５ ２２.０１９ １８.０４６ 

２５年 １.２８２ ０.７８０ ０.０３５ ０.０４５ ２８.２４３ ２２.０２３ 

３０年 １.３４８ ０.７４２ ０.０２９ ０.０３９ ３４.７８５ ２５.８０８ 

※記載されている数値は正しいものとする。 

 

  



 

 

－25－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問３４ 

 藤原家（高志さんと陽子さん）の現時点の資産および負債が下記＜資料＞のとおりである場合、＜資

料＞に基づく藤原家のバランスシートの空欄（ア）にあてはまる数値を計算しなさい。なお、記載のな

い事項については一切考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［保有資産（時価)] （単位：万円) 

 高志 陽子 

金融資産   

現金・預貯金 ２,３２０ ３５０ 

株式・投資信託 ２５０  

生命保険（解約返戻金相当額） １５０ ５０ 

事業用資産（不動産以外） ４３０  

不動産   

土地（店舗兼自宅の敷地） ２,８００  

建物（店舗兼自宅の家屋） ２,６４０  

その他（動産等） １００ １００ 

 

［負債残高］ 

住宅ローン：１,３２０万円（債務者は高志さん） 

事業用借入：１,８５０万円（債務者は高志さん） 

 

 

＜藤原家（高志さんと陽子さん）のバランスシート＞ （単位：万円) 

［資産］ ××× ［負債］ ××× 

  負債合計 ××× 

  ［純資産］ （ ア ） 

資産合計 ××× 負債・純資産合計 ××× 

 

 

  



 

 

－26－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問３５ 

 湯川さんは、現在居住している自宅の住宅ローン（全期間固定金利、返済期間２５年、元利均等返済、

ボーナス返済なし）の繰上げ返済を検討している。湯川さんが住宅ローンを１２０回返済後に、８０万

円以内で期間短縮型の繰上げ返済をする場合、この繰上げ返済により短縮される返済期間として、正し

いものはどれか。なお、計算に当たっては、下記＜資料＞を使用し、繰上げ返済額は８０万円を超えな

い範囲での最大額とすること。また、繰上げ返済に伴う手数料等は考慮しないものとする。 

 

＜資料：湯川さんの住宅ローンの償還予定表の一部＞ 

返済回数（回） 毎月返済額（円） うち元金（円） うち利息（円） 残高（円） 

１２０ １０４,３２６ ６６,３９３ ３７,９３３ １５,１０７,０４９ 

１２１ １０４,３２６ ６６,５５９ ３７,７６７ １５,０４０,４９０ 

１２２ １０４,３２６ ６６,７２５ ３７,６０１ １４,９７３,７６５ 

１２３ １０４,３２６ ６６,８９２ ３７,４３４ １４,９０６,８７３ 

１２４ １０４,３２６ ６７,０５９ ３７,２６７ １４,８３９,８１４ 

１２５ １０４,３２６ ６７,２２７ ３７,０９９ １４,７７２,５８７ 

１２６ １０４,３２６ ６７,３９５ ３６,９３１ １４,７０５,１９２ 

１２７ １０４,３２６ ６７,５６４ ３６,７６２ １４,６３７,６２８ 

１２８ １０４,３２６ ６７,７３２ ３６,５９４ １４,５６９,８９６ 

１２９ １０４,３２６ ６７,９０２ ３６,４２４ １４,５０１,９９４ 

１３０ １０４,３２６ ６８,０７２ ３６,２５４ １４,４３３,９２２ 

１３１ １０４,３２６ ６８,２４２ ３６,０８４ １４,３６５,６８０ 

１３２ １０４,３２６ ６８,４１２ ３５,９１４ １４,２９７,２６８ 

１３３ １０４,３２６ ６８,５８３ ３５,７４３ １４,２２８,６８５ 

１３４ １０４,３２６ ６８,７５５ ３５,５７１ １４,１５９,９３０ 

１３５ １０４,３２６ ６８,９２７ ３５,３９９ １４,０９１,００３ 

 

１．   ７ヵ月 

２．   ８ヵ月 

３．  １１ヵ月 

４． １年０ヵ月 

 

問３６ 

 金子さん（５７歳）が、老齢年金の繰上げ受給または繰下げ受給をする場合に関する次の（ア）～

（エ）の記述について、適切なものは○、不適切なものは×を選択しなさい。なお、老齢基礎年金等の

年金の受給要件は満たしているものとする。 

 

（ア）国民年金に任意加入する場合、任意加入中に老齢基礎年金の繰上げ請求をすることができる。 

（イ）老齢基礎年金と老齢厚生年金の繰上げ請求は、異なる時期に別々に行うことはできない。 

（ウ）加給年金額が加算される老齢厚生年金の繰下げ申出をした場合、加給年金額については、繰下げ

支給による増額の対象とならない。 

（エ）老齢基礎年金の繰上げ請求をした場合、原則として、繰上げ請求の取消しをすることはできない。  



 

 

－27－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問３７ 

 井上和義さんの家族構成等は下記＜資料＞のとおりである。和義さんが在職中に３８歳で死亡した場

合、和義さんの死亡時点において妻の知代さんが受け取ることができる遺族給付の組み合わせとして、

最も適切なものはどれか。なお、和義さんは、大学卒業後の２２歳から死亡時まで継続して厚生年金保

険の被保険者であったものとする。また、家族に障害者に該当する者はなく、記載以外の遺族給付の受

給要件はすべて満たしているものとする。 

 

＜資料＞ 

氏名 続柄 年齢 備考 年収（前年） 

井上 和義 本人 ３８歳 会社員 給与収入５８０万円 

   知代 妻 ３５歳 会社員 給与収入３５０万円 

   彩華 長女  ５歳 保育園児 － 

※当年３月３１日時点のデータであるものとする。 

 

１．遺族基礎年金＋中高齢寡婦加算 

２．遺族厚生年金＋中高齢寡婦加算 

３．遺族基礎年金＋遺族厚生年金 

４．遺族基礎年金＋遺族厚生年金＋中高齢寡婦加算 

 

問３８ 

 全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）の被保険者である村上さん（３５歳）の健康保険料に

関するデータが下記＜資料＞のとおりである場合、村上さんの健康保険料等に関する次の記述のうち、

最も適切なものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［村上さんに関するデータ］ 

毎月の給与：４００,０００円（標準報酬月額４１０,０００円） 

賞与：１回につき５００,０００円（年２回支給） 

 

［健康保険の保険料率］ 

介護保険第２号被保険者に該当しない場合：１０.００％（労使合計） 

介護保険第２号被保険者に該当する場合 ：１１.６０％（労使合計） 

 

１．村上さんが負担した健康保険料は、所得税の計算上、全額が生命保険料控除の対象となる。 

２．毎月の給与に係る健康保険料のうち、村上さんの負担分は２０,０００円である。 

３．村上さんが任意継続被保険者となった時に被扶養者がいる場合、健康保険料は、被扶養者の人数分

加算される。 

４．協会けんぽの保険料率は、各都道府県支部ごとに設定される。 

  



 

 

－28－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問３９ 

 吉岡さん（４５歳）は、当年３月に持病の手術で２０日間入院した。吉岡さんの当年３月の１ヵ月間

における医療費等の状況が下記＜資料＞のとおりである場合、下記＜資料＞に基づく高額療養費として

支給される額として、正しいものはどれか。なお、吉岡さんは全国健康保険協会管掌健康保険（協会け

んぽ）の被保険者であり、「健康保険限度額適用認定証」は提示していないものとする。また、記載の

ない事項については一切考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［支払った医療費等および標準報酬月額］ 

保険診療分の医療費（自己負担分） ３６万円 

入院時の食事代  ４万円 

差額ベッド代 ２０万円 

標準報酬月額 ４７万円 

 

［医療費の１ヵ月当たりの自己負担限度額（７０歳未満）］ 

標準報酬月額 自己負担限度額（月額） 

８３万円以上 ２５２,６００円＋（総医療費－８４２,０００円）×１％ 

５３万円～７９万円 １６７,４００円＋（総医療費－５５８,０００円）×１％ 

２８万円～５０万円  ８０,１００円＋（総医療費－２６７,０００円）×１％ 

２６万円以下 ５７,６００円 

市区町村民税非課税者等 ３５,４００円 
 

 

１． ２６８,１７０円 

２． ２７０,５７０円 

３． ２７６,５７０円 

４． ２７８,９７０円 

 

  



 

 

－29－ ２級 実技試験(資産設計提案業務・2025年公表分) 

問４０ 

 雇用保険の基本手当に関する次の（ア）～（ウ）の記述について、適切なものは○、不適切なものは

×を選択しなさい。なお、問題作成の都合上、一部を「＊＊＊」にしてある。また、記載以外の雇用保

険の基本手当の受給要件はすべて満たしているものとする。 

 

・ 雇用保険の基本手当は、一般被保険者が失業した場合に、原則として、離職の日以前の＊＊＊

に被保険者期間が通算して（ ａ ）以上あるときに支給される。 

・ 基本手当日額は、原則として、離職の日の直前（ ｂ ）間に支払われた賃金総額（賞与等は除

く）を＊＊＊で除した賃金日額に給付率を乗じた額であり、基本手当を受給できる期間は、原

則として、（ ｃ ）から１年間である。 
 

 

（ア）空欄（ａ）にあてはまる語句は、「６ヵ月」である。 

（イ）空欄（ｂ）にあてはまる語句は、「３ヵ月」である。 

（ウ）空欄（ｃ）にあてはまる語句は、「離職日が属する月の翌月１日」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 


